
番号 26

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 指導監査課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間 ２２日

　　　標　準　処　理　期　間 計 ２２日

審　査　基　準

【根拠法令等】
○介護保険法（平成９年法律第１２３号）
（指定の変更）
第七十条の三　第四十一条第一項本文の指定を受けて特定施設入居者生活介護の事業を行う者は、同項本文の指
定に係る特定施設入居者生活介護の利用定員を増加しようとするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところに
より、当該特定施設入居者生活介護に係る同項本文の指定の変更を申請することができる。
２　第七十条第四項から第六項までの規定は、前項の指定の変更の申請があった場合について準用する。この場合に
おいて、同条第四項及び第五項中「指定をしない」とあるのは、「指定の変更を拒む」と読み替えるものとする。

（指定居宅サービス事業者の指定）
第七十条　（略）
４　都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設に入居している要介護者について
行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る
事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）における介
護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数
の合計数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるその区
域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の必要利
用定員総数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認める
とき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一条
第一項本文の指定をしないことができる。
５　都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以外の特定施設に入居している要介護
者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該
申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）
における混合型特定施設入居者生活介護の推定利用定員（厚生労働省令で定めるところにより算定した定員をいう。）
の総数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるその区域
の混合型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定に
よってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそ
れがあると認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。

〇松山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例
〇松山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を基準とする。

審査基準及び標準処理期間整理個表

指定特定施設入居者生活介護利用定員等の変更の指定

申請に基づき変更の指定を行う。

介護保険法（平成9年第123号）

第70条の3第1項

介護保険法第７０条の３第２項により、第70条の規定、松山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び
運営に関する基準等を定める条例及び松山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する
基準等を定める条例施行規則を基準とする。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ

申 請 者 所 管 課

申請

交付

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


